
はしがき

　本書は、空き家問題に取組む自治体職員が中心となり、実務に必要な
議論を重ね、全国の同僚諸氏等に役立つことを目指してまとめたもので
す。

　空き家問題は、自治体の政策課題としては比較的新しい問題です。
　いつの頃からか、気づけば空き家が増えてきました。そして、中には
放置された結果、周囲に迷惑を及ぼす状態のものも目につくようになり
ました。そうした空き家に起因する諸々の問題状況は、近隣住民から自
治体に寄せられる苦情や相談によって政策課題として「発見」され、自
治体に対処が求められます。

　住民から苦情や相談を受けた自治体の職員にしてみれば、これは実に
厄介な問題です。

　なぜならば、空き家に発する問題状況は、住民の目につきやすい反面、
解決するためにはどこに連絡すればよいのかわからないことが多く、と
りあえず役所に文句の 1 つも言ってやろうか、となりがちだからです。

　加えて、空き家問題には極めて多面的な諸相が含まれるという特徴も
あります。たとえば、千葉県庁の空き家対策窓口は県土整備部の住宅課
ですが、市町村においては、総務、財務、税務、都市整備、建築、環境、
衛生、教育、福祉、防災、消防、住基・戸籍、等々細かく挙げればきり
がないほどの関係部署があります。
　苦情や相談は、自治体のどの部署に持ち込まれるかの予想はつきませ
ん。自治体に担当者が決められていても、住民は「お構いなし」です。

　そして、自治体の担当者が何とかしたいと思っても、既存の法制度で
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対処可能なことは少なく、さまざまな関係部署に持ちかけてみても、所
管の壁を盾として話にならず、具体的に対策の手を打ちようがない、と
いう状況がよく見られました。

　全国各地に見られたそうした事態に対し、2014（平成 26）年に制定
された空家等対策の推進に関する特別措置法（特措法）が、翌年 5 月に
全面施行されたことで、新たな段階が到来しました。

　空き家問題は、いわゆる右肩下がりの人口構造の変化に伴い、急速に
顕在化し、これから先も発生数の増加と状況の深刻さをより深めていく
ことが予想されます。しかしながら、どこの自治体でも、人も予算も増
える見込みのない現状において、新たな業務にエネルギーを注ぐことに
は困難が増しています。

　そこで本書は、「空き家問題の着手から解決まで」のすべてをカバー
することを心がけました。その全体像は 14・15 頁の図でご覧いただけ
ます。

　もちろん、住民の苦情や相談に促されて自治体が重い腰を上げて対処
に向かう課題は他にもいろいろあるでしょう。また、問題のどの側面を
捉えるかによって担当部署が大きく変わる課題もいろいろ考えられま
す。まして、人口構造の変化に伴い自治体に解決が迫られる新たな課題
は目白押しです。すなわち、空き家問題は、そうした幾多の課題の典型
事例と見ることもできます。
　本書は、空き家問題への具体的な対処を通じて、さらにその先に歩み
を進めようとする積極的な読者にも応えられるよう努めました。

　2016（平成 28）年 9 月
執筆者を代表して

宮﨑伸光

004004



CONTENTS

1　空き家問題への接近   017

 空き家に起因する危険や迷惑   017

 「困った空き家」の解消へ   019

2　「困った空き家」に至るステージ   020

 「困った空き家」への過程   020

 空き家が生まれる「きっかけ」   021

 管理の手から離れる「きっかけ」   022

 「困った空き家」に転じる理由   023

 ステージの進行防止と逆転を促す予防的施策   024

3　「困った空き家」対策の全体像と本書の構成   026

 本書の構成   026

本文の1歩先①  空き家「820万戸」の虚実   030

1　従来の個別法律による対応とその限界   033

 消防法による対応   033

はしがき   003

空き家問題の着手から解決まで   014

自治体の「困った空き家」対策――解決への道しるべ  ◉目次

空き家問題解決への見取り図1第 章

特措法以前の法的手段2第 章

005



CONTENTS

 建築基準法による対応   035

 道路法による対応   036

 景観法による対応   037

 災害対策基本法による対応   038

2　特措法を導いた各地の条例とその限界   039

 初期の空き家対策条例に見る対象と手法   039

 特措法以前の空き家対策条例の発展   041

 空き家対策条例の限界と優位性   042

本文の1歩先②  経済社会構造の変化に伝来する空き家   044

1　特措法の目的と対象   047

 特措法の目的（1条）   047

 空家等の定義（2条）   048

2　特措法による手続き   052

 立入調査等（9条）   052

 所有者の調査（10条）   053

 特定空家等への措置（14条）   054

 罰則（16条）   056

3　空家等対策計画と協議会   056

 空家等対策計画（6条）   057

 国の財政支援（15条）   058

 協議会の設置（7条）   058

本文の1歩先③  不動産管理責任の重層構造   060

特措法の概要3第 章

006



CONTENTS

1　苦情や相談等による取組みの開始   063

 相談者へのヒアリング   063

 相談者を味方につける   065

 関係部署への内部照会   065

 現地調査の事前準備   066

2　所有者調査   068

 登記簿謄本を調べる   069

 住民票をたどる   070

 所有者が転出していた場合   071

 所有者が死亡していた場合   072

 固定資産税等の課税情報の利用   072

 医療ないし福祉情報の調査   074

 民間事業者等への照会   075

 自治会・町内会等へのヒアリング   076

3　現地調査   076

 現地調査の目的   076

 空き家かどうかの確認   077

 立入調査の心得   079

 対処方法を判断する材料の収集   079

 調査記録の作成と保管   080

本文の1歩先④  これも空き家!?   082

取組みの初動と実態調査4第 章

007



CONTENTS

1　認定基準を設定する際の留意点   085

 不確定概念の明確化   085

 信頼性の担保   086

2　基準の具体化   088

 「保安」基準の具体化   088

 「衛生」基準の具体化   089

 「景観」基準の具体化   090

 「生活環境」基準の具体化   091

本文の1歩先⑤  防犯上の問題がある空き家   092

1　即時対応施策の前提   095

2　所有者の同意による措置代行   097

3　事務管理の法理による対応   098

4　即時強制による対応   100

5　緊急対応の備えと心構え   101

本文の1歩先⑥  事務管理の法理をめぐる論点   104

「特定空家等」の認定基準5第 章

即時対応を要する場合6第 章

008



CONTENTS

1　助言・指導   107

 助言・指導の内容   107

 効果のある具体的内容を指導する   108

 助言・指導の形式   109

2　勧告   110

 勧告文書の送付   110

 措置の実施報告   111

3　勧告の効果と固定資産税への影響   111

 税務部門との連携   112

 特措法上の勧告と処分性   113

 現実的な対応を具体的に考える   113

4　命令   115

 命令前の手続き   115

本文の1歩先⑦  特措法上の勧告の法的性質に係る論点   116

1　行政代執行   119

 代執行の要件   120

 代執行の手続き   121

2　略式代執行   126

 略式代執行の要件   126

特措法による措置7第 章

強制的解決策8第 章

009



CONTENTS

 略式代執行の手続き   127

3　税務部門との協力策   128

本文の1歩先⑧  即時強制に係る費用をめぐる論点   132

1　誘導的解決策を実施する場合の配慮事項   135

 私有財産への公金支出の正当性   136

 空き家の「理由（わけ）」を聞く   136

 経済的「理由（わけ）」への配慮   137

 心理的「理由（わけ）」への配慮   138

 種々の事情への備え   138

2　誘導的解決策の具体例   139

 措置代行や業者紹介   140

 不動産仲介業者への協力要請   141

 空き家バンクの活用   142

 寄付を受け跡地を活用   143

3　文京区の取組み   144

 施策の経緯と視点   144

 地域特性に理由を探る   145

 理由に応じた誘導的施策開発   146

 具体的手法と要点   146

本文の1歩先⑨  不在者財産管理人制度   148

誘導的解決策9第 章

010



CONTENTS

1　所有者不存在の調査確認作業   151　

2　相続財産管理人制度   153

 相続財産管理人選任の手続き   154

 相続財産管理人選任の請求に必要な書類   155

 新所有者確定までの空き家管理   158

3　山武市における取組み   160

 環境保全課による取組みの開始   160

 検察官への相談   161

  関係書類の収集   162

 検察官による申立てを経て相続財産管理人により売却   162

本文の1歩先⑩  代襲相続制度   164

1　「空家等対策計画」の策定   167

 計画内容の検討   168

2　空き家調査とデータベース   174

 基礎データの収集   174

 調査の目的・範囲・方法・活用を考える   175

3　内外体制の構築   177

 住民への対応を適切に行うために   177

所有者のない空き家10第 章

空き家問題を想定した備え11第 章

011



 空き家対策を円滑に進めるために   178

 庁内体制の整備   179

 庁内各部署の役割   180

 全庁的な協力体制の継続   183

 自治会・町内会等との協力体制   184

本文の1歩先⑪  空き家問題の背後に潜む深層の問題   186

1　既存条例と特措法の抵触   189

 措置の順序   189

 法的根拠の曖昧性   190

 過料に関する規定   191

2　特措法の確実な執行促進   192

 義務規定化   192

 執行要件や方法の明確化   193

 特措法の施行前後に措置がまたがる空き家への対応   193

3　特措法に欠ける内容   194

 防犯上問題がある空き家の定義上の扱い   194

 公表に関する規定   195

 集合住宅に関する規定   196

 議会の関与   197

空家等対策の推進に関する特別措置法   198

あとがきにかえて――ちば自治体法務研究会からのメッセージ   202

特措法と条例の
併存関係における法務12第 章

012



014

○空き家問題の着手から解決まで

第４章・第５章

空
き
家
状
態
の
調
査

所
有
者
等
の
把
握

空
き
家
の
把
握

近隣住民等
苦情

所有者等
相談

市町村による
対処の開始 特

定
空
家
等
の
判
定

「困った空き家」
＝特定空家等と
認定された空き家

所有者不明

危険回避のために緊急処置が必要な
「困った空き家」

所有者判明

所有者不明

困った状態には
至っていない空き家
＝特定空家等に該当
しないとされた空き家



015

第８章

第９章

第７章

特措法以前の法的対処については第 2章
特措法の概要については第 3章
空き家問題の発生を想定した備えについては第11章
特措法と条例の関係に関する法務については第12章

困った状態の誘導的除去

経過観察

第 10章

「
困
っ
た
空
き
家
」問
題
の
解
決

空
き
家
問
題
の

発
生
抑
制

略
式
代
執
行

困った状態の強制的除去

第６章
即時対応

代
執
行

命
令

勧
告

助
言
・
指
導

公
告

経過観察
所有関係情報収集

利活用の促進

困った状態の予防

第１章財産管理人選任

所有者判明



　特措法の全面施行により、自治体の「困った空き家」に対する姿勢は、
かつての民事不介入という消極策が許されず、空き家に起因する諸問
題の解決に向けて全面的に取り組む積極的な方向に転換することが求
められました。
　本章では、空き家問題の対処を求められた自治体の担当者が、まず
何から始めればよいか、から進めていきます。
　特措法の規定はもちろん、同法には規定されていない点、あるいは
実務上立ちはだかる可能性がある障害等についても考慮しながら、自
治体の担当者が空き家問題の対処に取り組む際の「初動から当該空き
家が特措法上の特定空家等か否かを判断するまで」の過程を追います。

1　苦情や相談等による取組みの開始

　空き家問題の特徴の 1 つは、当該空き家の近隣住民からの苦情や
相談等が自治体に寄せられることによって、問題の所在が明らかにな
る例が多いということです。そこで、ここでは自治体の担当者が住民
からの苦情や相談等を受けたところを出発点として、まず、何から始
めたらよいのか、実務に即して順次進めていきます。
　なお、空き家問題に係る苦情や相談等による情報提供については、
以下「相談等」と表記し、そうした情報を自治体に提供した人を「相談
者」と記すことにします。

■ 相談者へのヒアリング

　住民から相談等を受けたとき、自治体の担当者が最初に行うことは、

取組みの初動と
実態調査4第 章
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相談者から事情をよく聞き取ること、すなわちヒアリングです。
　このヒアリングは、随時行われることになりますが、必要な項目を
漏らさず聞き取れるよう、あらかじめリストを用意しておくと便利です。
　昨今の人員配置の実情を念頭に置けば、ほとんどの自治体において
空き家対策の専任担当者が置かれることは望めません。他の業務をこ
なしながら、空き家対応も兼務するのが現状でしょう。そこで、担当
者が不在のときに相談があっても、必要な項目を聞き取れるようにし
ておくことが必要です。それを欠くと、後々相談者にとっても担当者
にとっても二度手間を要することになってしまいます。
　どのような項目を聞き取るかは、各自治体の地域特性などをふまえ
た工夫によりますが、特措法 11 条に規定されているデータベース等
をすでに整備しているか、その予定がある場合は、少なくともそこに
含まれる項目はカバーしなければなりません。
　内容によっては、相談者から聞き取れないこともありますが、いわ
ゆる「ダメもと」という気持ちで聞いてみると、意外に詳しいことが
わかる場合もあります。ただ、相談者が説明したことがすべて正しい
とは限りません。勘違いや記憶違いもあり得ます。ヒアリングで得た
情報を活用する場合は、別の方法で裏付けを取るなど、聞いた情報を
そのまま鵜呑みにしないことが必要です。
　また、相談された空き家について、すでに対応している場合もあり
ますが、そのときでも「もう対応していますから大丈夫です」などと
して相談者からのヒアリングを早々に切り上げてはいけません。
　空き家の状態は日々変化します。すでに認識している空き家でも、
場合によっては、再度、現場確認の必要があるかもしれません。もち
ろん、相談者の情報が常に最新であるとは限りませんが、その可能性
も念頭に置きつつ、丁寧にヒアリングを進めます。
　他にも当該空き家の所有者に関することについて、担当者が知らな
い情報を教えてくれるかもしれません。実際にそのような経験談は多
く聞かれます。新たな相談は、新たな情報と思って接するに越したこ
とはありません。
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■ 相談者を味方につける

　ヒアリングを行う際には、空き家に関する情報を得ることはもちろ
ん大事ですが、相談者のケアも忘れてはいけません。
　相談者は、自治体がすでに対応しているか否かは通常知りません。
しかし、自治体に相談するということは、当人の心中では、看過でき
ない問題と認識しているということです。さらに、自治体に相談に来
るには、迷った末に思い切って出かけてきていることも多いでしょう。
　そこで軽くあしらわれてしまえば、本人は拍子抜け、あるいはその
対応自体に苦情の 1 つも言いたくなるかもしれません。「困った空き
家」への対処は、多くの場合、解決までに長い時間を要します。その
過程で、近隣の住民の協力を得られるかどうかで、大きく変わってき
ます。
　相談者が味方になれば、後々も情報提供などの協力を期待できます。
なお、その点からも、国の動向や近隣自治体の対応などを知っておく
ことは重要です。住民は意外に自分で調べたり、口コミで聞いたりし
て、「あそこの自治体ではこうしている、ウチではやらないのか」といっ
たことを質問してくることがあります。こうした質問に適切に答えら
れれば、住民からの信頼もいっそう厚くなり、仕事がしやすくなります。

■ 関係部署への内部照会

　空き家の相談等は、必ずしも空き家問題の所管部署に持ち込まれる
とは限りません。空き家に関する相談が持ち込まれる部署は、出張所、
道路部門、下水部門、環境部門、清掃部門、建築部門、消防機関など
と多岐にわたるのが通例です。
　また、ご近所で話し合った結果として行政に相談等が持ち込まれる
のが一般的というわけでもありません。同じ空き家について、複数の
人々がバラバラに複数の部署に相談等をすることもしばしばです。そ
こで、ヒアリングである程度の事情を得た後、あるいはそれに並行し
て、庁内の関係部署に対し、同じ空き家について、今までに何らかの
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相談等が持ち込まれていないかなど、照会をかける必要があります。
　実際、相談を受けた空き家について庁内の会議で説明したところ、
建築部門から「その件なら違法建築物として、ずっと前から知ってい
る。すでに対応しているし、所有者にコンタクトもしている」と言わ
れた、という話もあります。
　複数の部門にわたることが通例の空き家問題では、しばしばこうし
たことが起こります。これをなくすためには、関係部門間の情報共有
が欠かせませんが、特措法の施行以前は、ここに個人情報保護の壁が
ありました。
　ある部署に相談等が持ち込まれるとき、相談者からしてみれば、「そ
の部署が所管している業務に関係がありそうだから」ということが多
く、実際にその部署が所管している法律に基づいて何らかの対応をし
ている場合もあります。その際に収集したり、記録したりする情報は、
その業務の遂行のためのものであって、空き家問題の解決のためのも
のではありません。そのため、こうした情報を共有することは個人情
報の目的外利用とみなされます。
　もちろん、各自治体の個人情報保護条例に基づいて適切な手続きを
ふみ、当該情報を利用することが可能な場合も多くありますが、空き
家問題では関係する部署が多く、相互に情報をやり取りする必要もあ
るため、手続きが非常に煩瑣で大変でした。
　そうした状況を特措法 10 条は変えました。この規定については、
固定資産税に関する情報が例として挙げられ、注目を集めましたが、
同規定中の「その他の事務」は、広く自治体が行う業務全般を指すも
のと考えられます。そこで、こうした情報の共有も格段に容易になり
ました。これは、地方税法 22 条の守秘義務の解除に比べて、あまり
目立ちませんが、特措法がもたらした利点の 1 つに他なりません（基
本的な指針 10 頁）。

■ 現地調査の事前準備　

　相談者から情報を受け、庁内各部署への照会も終えると、いよいよ
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